
事 務 連 絡 

令和８年８月 12 日 

 

地方厚生（支）局 

保険年金（企業年金）課長 殿 

 

 

厚 生 労 働 省 年 金 局 

企業年金・個人年金課長   

 

 

熊本県の一部の地域における事業主掛金及び企業型年金加入者掛金の 

納付の特例について 

 

 

今般、「熊本県の一部の地域における事業主掛金及び企業型年金加入者掛金の納付の特

例」（令和８年厚生労働省告示第 313号）（別添参照）が公布され、確定拠出年金法施行規

則（平成 13年厚生労働省令第 175号）第 16条の２第１項又は第３項の規定に基づく厚生

労働大臣が定める場合がそれぞれ指定されたので、貴管内の企業型年金を実施する事業主

に対し周知されたい。 

なお、当該特例による事業主掛金及び企業型年金加入者掛金の納付期限日の延長につい

ては、その取扱いが企業型年金規約に規定されている必要があるが、納付期限日の延長に

係る規定が設けられていない企業型年金規約において、今般の特例の適用を要する事案が

生じた場合には、個別に相談されたい。 
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